
平成18年3月期 (注)金額は百万円未満を切り捨て

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年9月期 4,433 4,30016年9月期 1,769 1,99217年3月期 8,717 8,503
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（１）中間連結貸借対照表
（単位：百万円）

期      別
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①セグメント情報



前中間連結会計期間　（自　平成16年4月1日　　至　平成16年9月30日） （単位：百万円）



④有 価 証 券 

１．その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差　　額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差　　額 取得原価
連結貸借
対照表計







（１）中間貸借対照表
（単位：百万円）

期      別 当中間期 前年中間期 前期

（H17.9.30現在） （H16.9.30現在） （H17.3.31現在）

  科       目 金額 構成比率 金額 構成比率 金額 構成比率

% % %

Ⅰ

 8,639  15,550  16,937

 3,531  4,107  4,673

 52,768  49,924  60,792

 40,135  41,013  38,508

 6,531  4,011  4,771





（２）中間損益計算書

（単位：百万円）
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 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項  
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法。 

② その他有価証券 

時価のあるもの・・・中間決算末日の市場価格等に基づく時価法。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定。） 

時価のないもの・・・移動平均法による原価法。 

（２）デリバティブ 

 時価法。 

（３）たな卸資産 

    商品、製品、半製品、仕掛品は総平均法による原価法。 

    原材料、貯蔵品は総平均法による低価法。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

主として定率法によっております。但し、平成７年４月１日以降取得した不動産賃貸事業用

の建物・構築物等については定額法を採用しております。また、平成１０年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備を除く）については定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物・・・・・・・・・・１５年～５０年 

機械装置・・・・・・・・ ４年～ ９年 

 （２）無形固定資産 

  定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

 営業権・・・・・・・・・・５年 

   自社利用のソフトウェア・・５年 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 







８．個別事業別売上高内訳

（単位：百万円）

当中間期

H17/4～H17/9
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